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就労継続支援Ａ型（非雇用型）及び就労継続支援Ｂ型の工賃について（通知） 

 

 就労継続支援事業については、平成18年10月２日付け障障発第1002001号通知「就労継続支援

事業利用者の労働者性に関する留意事項について」により利用者の労働者性の適正な確保を依

頼しているところですが、工賃の設定方法による工賃額及び前記通知記１(2)エ「利用者の技能

に応じて工賃の差別が設けられていないこと」の解釈については、下記のとおりですので御留

意願います。 

 

記 

 

１ 工賃の設定方法による工賃額について 

(1) 工賃を時給として設定している場合には、利用者ごと成果物の出来高に相違があっても工 

賃に差を設けることはできない。 

   (例)利用者Ａ・Ｂが、同時間、全く同一の作業を行い、Ａが 100 個、Ｂが 50 個製品を完成 

した場合でも工賃は同一額とする。 

(2) 工賃を成果物の出来高で設定している場合には、工賃に差を設けてもよい。 

  （1）の例の場合にＡ及びＢの工賃に差が生じる。 

２ 技能に応じた工賃の差別について 

  成果物の外観、正確性等により工賃に差を設けることはできない。 

     (例) 工賃を出来高により設定した場合で、利用者Ａ・Ｂが、同時間、全く同一の作業を行い、 

Ａ及びＢともに 100 個製品を完成（不良品ではない）したが、Ａの製品の方がＢの製品よ 

り外観が綺麗であった。 

この場合にＡの製品の方がＢよりも外観が綺麗なことにより、工賃に差を設けることは 

   できない。 
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